
『⼟⽊⼯事請負契約における設計変更ガイドライン』の策定経緯 ⻘森県 県⼟整備部

国(東北地整) ⻘森県

『⼯事請負契約における設計変更ガイドライン(案)』の策定

『⼟⽊⼯事請負契約における設計変更ガイドライン』
(総合版)の策定

H20.3.14 策定(東北地整)

〈⽬的〉正しい設計変更のルールを理解し、受発注者相互に円滑な設計変更の実施を⽬指す

「公共⼯事の品質確保の促進に関する法律（品確法）」の⼀部改正
H26.6.4 公布・施⾏

〈⽬的〉インフラの品質確保とその担い⼿の中⻑期的な育成・確保

「発注関係事務の運⽤に関する指針」の策定
H27.1.30 関係省庁申合せ

（発注関係事務の各段階で取り組むべき事項や多様な⼊札契約⽅式の選択・活⽤について体系的にまとめたもの）

〈法改正の背景〉 ○ダンピング受注、⾏き過ぎた価格競争 ○現場の担い⼿不⾜、若年⼊職者減少
○発注者のマンパワー不⾜ ○地域の維持管理体制の懸念 ○受発注者の負担

品確法の⼀部改正及び指針の策定を踏まえ、
⼯事請負契約における設計変更ガイドラインの改定を実施
→『⼟⽊⼯事請負契約における設計変更ガイドライン(総合版)』

法第22条：発注関係事務の適切な実施に係る制度の
運⽤に関する指針を定めるとしている

○施⼯条件の変化等に応じた適切な設計変更
適切に設計図書の変更及びこれに伴って必要となる請負代⾦の額や⼯期の適切な変更を⾏う
○受注者との情報共有や協議の迅速化等
変更⼿続きの円滑な実施を⽬的として、設計変更が可能になる場合の例、⼿続きの例、⼯事⼀時中⽌が必要な場合の例及び⼿続きに必要となる書類の例等について
とりまとめた指針の活⽤に努める etc…

発注者の理解、活⽤の参考とするため、具体的な取組事例や既存の
ガイドライン・要領等を盛り込んだ解説資料として

H27.7 改定(東北地整)

H28.6.27 策定
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・発注関係事務の改善意識を喚起
・設計変更に対する問題意識や設計変更の必要性に関する意識の醸成
○発注者側が、

『設計から監督・検査・成績評定の⼿引き』の創刊
H21.7.1 創刊(⻘森県)

〈⽬的〉最新の制度や要領等を要約したものに解説を加え、公共事業の適正な履⾏の確保に
努める参考書として創刊（内部のみで利⽤）



『⼟⽊⼯事請負契約における設計変更ガイドライン』（総合版）の策定内容

①契約の⼀事項として扱うこととし、特記仕様書へその旨記載
②受発注者間で認識共有を図るため、⼯事打合せ簿（指⽰）に変更内容の概算額を記載（ここで記載する概算額は参考値である）
③書⾯による指⽰に基づいた設計変更に関わる資料の作成業務について、設計変更の対象とする旨記載
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『⼟⽊⼯事請負契約における設計変更ガイドライン（総合版）』（H27.7 東北地⽅整備局制定）を準⽤し、総合版を策定
１．設計変更ガイドライン

設計変更に係る業務の円滑化を図るために、発注者と受注者がともに、設計変更が可能なケース・不可能なケース、⼿続きの流れ等について
⼗分理解しておくために策定したもの

①⼯事施⼯不可要因を発⾒した場合、受注者から発注者に、協議を⾏うことができる旨記載
②⼯事を⼀時中⽌した場合、受注者は基本計画書に再開に備えての⽅策や中⽌に伴う増加費⽤等を記載し、受発注者間で確認する旨記載
③⼀時中⽌の解除にあたり、受注者は協議に基づく⼯期短縮を⾏う場合、⼯期短縮計画書を作成し発注者と協議を⾏う旨記載

２．⼯事⼀時中⽌に係るガイドライン
⼀時中⽌に伴う現場管理費の増加等の課題を踏まえ、受発注者が⼯事の⼀時中⽌について共通認識のもとに、適正な対応を⾏うために策定し
たもの

①受発注者間の照査の解釈の違いを解消するため、設計図書の照査の基本的な考え⽅と照査項⽬のチェックリストを記載
②チェックリストに基づく照査結果については、打合せ簿に添付して監督員に報告することで条件明⽰漏れ等の防⽌徹底を図る

３．設計図書の照査ガイドライン
受発注者間の照査の解釈の違いを解消するため、設計図書の照査項⽬を内容チェックリストにより確認できるようにしたもの

①条件明⽰の確認に不⾜が⽣じないよう、受発注者間の認識の共有を図るため、条件明⽰の項⽬別チェックリストを記載
②発注者・受注者は、条件明⽰漏れ等の設計図書の照査確認に活⽤できる

４．⼟⽊⼯事条件明⽰の⼿引き（案）
設計図書の条件明⽰に不⾜があったり、条件の不明瞭により設計変更の⽀障とならないよう、受発注者双⽅が施⼯現場条件の確認資料として
活⽤できるようにしたもの

条件明⽰については、従来から特記仕様書に条件を明⽰しており、条件明⽰の⼿引きの内容を網羅していることから、引き続き特記仕様書
で条件明⽰に努めるものとし、「⼟⽊⼯事条件明⽰の⼿引き（案）」はあくまでも参考資料として取り扱うものとする。


